
阿南市介護施設等物価高騰支援助成金交付要綱  

（趣旨） 

第１条 この要綱は、エネルギー、食料品等の価格高騰の影響

を受ける市内の介護施設等を支援するため、事業継続への負

担を軽減することを目的として、予算の範囲内で介護施設等

を運営する法人等に阿南市介護施設等物価高騰支援助成金（

以下「助成金」という。）を交付するものとし、その交付に

ついて必要な事項を定めるものとする。  

（交付の対象者等） 

第２条 助成金の交付を受けることができる法人等は、次の各

号に掲げる要件を全て満たすものとする。 

⑴  介護保険法（平成９年法律第１２３号）に基づく施設サ

ービス及び居宅サービスの運営を阿南市内において実施す

る法人等であること。 

⑵  令和４年１０月１日から申請日までの期間において、事

業を継続して行っており、休止していないこと。  

⑶  申請日の属する年度の末日までに事業所の休止又は廃止

を行う予定がないこと。  

２  前項の規定にかかわらず、法人等が運営する介護施設等に

対し、阿南市障害福祉施設等物価高騰支援助成金の交付を受

けているときは、助成金の交付対象としない。  

３  助成金の申請及び交付の手続については、原則として一法

人等につき、１回を限度とする。 

 （助成金の額） 

第３条 助成金の交付額は、法人等が提供する別表に掲げるサ

ービス種別の単価に施設数又は事業所数を乗じて得た額を合

計した額とする。 

（助成金の交付申請） 

第４条 法人等は、阿南市介護施設等物価高騰支援助成金交付  



申請書（様式第１号）に市長が必要と認める関係書類を添え

て、令和４年１１月２１日から同年１２月２３日までに市長

に提出するものとする。 

（助成金の交付決定及び額の確定） 

第５条 市長は、前条の申請書を受理したときは、当該申請書

の内容を審査し、交付の可否の決定及び助成金の交付額の確

定をし、阿南市介護施設等物価高騰支援助成金交付決定及び

額の確定通知書（様式第２号）により、法人等に通知するも

のとする。 

（助成金の請求） 

第６条  前条の規定により助成金の交付の決定及び交付額の確

定を受けた法人等（以下「被交付決定者」という。）は、阿

南市介護施設等物価高騰支援助成金交付請求書（様式第３号

）に阿南市介護施設等物価高騰支援助成金交付決定及び額の

確定通知書の写しを添付し、令和５年２月２８日までに市長

に提出して、その請求をしなければならない。  

（助成金の交付） 

第７条 市長は、前条の請求書を受理したときは、速やかに助

成金の被交付決定者に交付するものとする。  

（助成金の返還等） 

第８条 市長は、助成金を交付した後に当該助成金の全部又は

一部を返還すべき事実を発見した場合には、被交付決定者に

対し、市長が別に定める日までに当該助成金の全部又は一部

を返還させることができる。  

（書類の保管等） 

第９条 助成金の交付を受けた被交付決定者は、助成金申請に

係る書類等を整備し、助成事業の完了の日の属する年度の翌

年度から起算して５年間これらを保存しなければならない。  

 （その他） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、助成金の交付につい  



て必要な事項は、市長が別に定める。  

   附  則  

 この要綱は、令和４年１１月２１日から施行する。 

別表（第３条関係） 

 サービス種別  定員  単価  

入所系

施設①  

特別養護老人ホーム  50 人未満  150,000 円 /施設  

地域密着型特別養護老人ホーム 50 人以上 100 人未満 200,000 円 /施設  

介護老人保健施設  100 人以上  450,000 円 /施設  

入所系

施設②  

認知症対応型共同生活介護 

 40,000 円 /施設  短期入所生活介護（単独型） 

短期入所療養介護（単独型） 

通所系  

通所介護事業所  

 80,000 円 /事業所  

地域密着型通所介護事業所 

認知症対応型通所介護事業所 

小規模多機能型居宅介護 

看護小規模多機能型居宅介護 

訪問系  

訪問介護事業所  

 40,000 円 /事業所  訪問入浴介護事業所  

居宅介護支援事業所  

 注１  各介護予防サービスを含まない。  

 注２  入所系施設①の定員については、申請時点  

で判断する。 


